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1．はじめに
　私は、介護福祉士を養成する立場から、介護職員は専門
性を見出し、継続する意志を強く持ってほしいと願ってい
る。介護労働は、「誰でもできる」といった誤った認識も存
在するが、身体的にも精神的にも負担が大きいのが介護で
ある。だからこそ、技術においても負担のない介護が必要
であり、本人の自立を促すことが最善の介護であるという
認識を持ってほしい。介護労働は、「きつい割には賃金が低
い」というイメージが定着しているが、賃金を上げるには、
介護保険の保険料を上げる必要がでてくる。政府は、超高
齢社会の到来に対して、「介護離職ゼロ」という政策を提言
しているが、「介護離職ゼロ」を達成するためには、介護サ
ービスの量を確保し、質を担保する必要がある。今後、介
護を必要としている人を介護サービスで担うためには、多
くの介護人材を育成する取り組みが急務である。介護人材
の確保を考えるうえで、労働力としての人材確保と同時に
人材育成についても検討する必要がある。
　私は、介護人材の確保には採用した人材を育成し、定着
させることが重要であると考えている。介護人材の育成の
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課題を探るため、文献による研究を行い、今後取り組むべ
き研究上の視点を明らかにしたい。
2．介護職員の労働実態
　平成26年度の「介護労働実態調査」（介護労働安定セン
ター）では、平成25年から平成26年の離職率は16.5％（前
年度16.6％）、採用率は20.6％（前年度21.7％）であった。
近年は、介護職員の離職率（表1）は低下傾向にあるが、「従
業員の過不足の状況」では、不足感がとても高い（59.3％）。
「不足している理由」（表2）では、「採用が困難」という理
由が最も高く、今後10年で約37万人程度の介護人材が不足
すると指摘している資料もある（2025年に向けた介護人材
にかかる需要推計：厚生労働省社会・援護局福祉基盤課福
祉人材対策室資料）。そのため、介護人材の確保に向けた、
さまざまな取り組みが考えられているが、離職の要因とし
て挙げられる、「賃金の低さ」（表3、表4）、「労働時間」、「心
身の不調」、「職場の人間関係」などの要因が改善されてい
るとはいえない。
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表 1．産業計と介護職員の離職率の比較（％）
21.6
18.7
17.0 17.8 16.1 17.0 16.6
15.4 14.6 16.4 14.5 14.4 14.8
【出典】産業計の離職率は、厚生労働省「平成 25 年度雇用動向調査」．
介護職員の離職率は、介護労働安定センター「平成 25 年度
介護労働実態調査」による
表 2．人材が不足している理由（％）
68 
17 19 
7 
①離職率が高い 17.5％、②採用が困難 68.3％、
③事業拡大したいが人材確保できない 19.3％、④その他 7.2％
【出典】平成 21 年～ 25 年度、介護労働安定センター平成 25 年度
介護労働実態調査．
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3．研究方法
　研究の視点を探るため、先行研究を調べた。「介護職員」
の「就労意欲」と「離職」に関連した論文や雑誌を「医中誌」
で検索した結果、関連するキーワードとして、①「職務満
足度」（238編）、②「賃金」（178編）③「モチベーション」
（88編）、④「自己効力感」（48編）などがあった。その他、
「自立支援」（33編）、「やる気」（21編）、「目標」（21編）な
どの関連するキーワードが存在した（2016年5月13日現在）。
　主な文献は、次のとおりである。
 1）木林身江子，天野ゆかり（2008）「Ａ特別養護老人ホ
ームにおける介護職員の職務満足に関する検討」．
 2）松本佳代（2011）「介護職員の職場環境と職務満足度
および離職に関する考察」．
 3）佐藤ゆかり，香川幸次郎（2013）「介護福祉士におけ
る職場内研修体制と職務満足感、継続意向の関係」．
 4）呉世雄（2013）「介護施設における組織管理要因が職
員の職務満足およびサービスの自己評価に及ぼす影
響」．
 5）山路学，大浦絢子，扇原淳（2014）「高齢者介護施設
における職員満足に関する要因の構造分析」．
 6）料所奈津子（2014）「介護職員の職務満足とその向上
の取り組みに関する文献的考察」．
 7）花岡智恵（2011）「介護労働者の離職要因：賃金が勤
続年数別の離職に与える影響」．
 8）大和三重，立福家徳（2013）「介護老人福祉施設にお
ける介護職員の離職要因−賃金と教育・研修を中心と
した施設体制が離職率に与える影響−」.
 9）小野寺敦志（2015）「介護職員の離職を考える−メン
タルヘルスと人材育成の視点から−」．
10）堀田和司，奥野純子，戸村成男，他（2009）「介護老
人保健施設に勤務する介護職員の『仕事へのモチベー
ション』を促進する要因」．
11）岡田恵子（2008）「福祉施設における生活支援自己効
力感尺度の作成」．
12）佐賀里昭，田中浩二，平瀬達哉，他（2011）「介護保
険施設職員の自己効力感の特徴−医療・保健施設職員
との比較から−」．
13）伊山聡子，前田ひとみ（2015）「多職種の自己効力感
に関する文献検討」．
4．用語の整理
　ここで、「職務満足度」や「モチベーション」、「自己効力
感」について、用語を整理しておく。
（1）「職務満足度」
　自分の仕事に対する、満足感を客観的に調査した度合い。
職務に対する満足度。
（2）「モチベーション」
　「モチベーション」（motivation） とは、一般的には広い意
表 3．常勤労働者の平均年齢、勤続年数及び平均賃金
男女計
平均年齢（歳） 勤続年数（年）
きまって支給する
現金給与額（千円）
産業別 産業計 42.0 11.9 324.0
医療・福祉 40.2 8.0 294.4
社会保険・社会福祉・介護事業業 40.7 7.1 238.4
サービス業 44.0 8.8 273.6
職種別
医師 41.0 5.5 833.2
看護師 38.0 7.4 328.4
准看護師 46.7 10.2 278.7
理学療法士・作業療法士 30.7 4.8 277.3
保育士 34.7 7.6 213.2
ケアマネジャー 47.5 8.3 258.9
ホームヘルパー 44.7 5.6 218.2
福祉施設介護員 38.7 5.5 218.9
【出典】厚生労働省「平成 25 年賃金構造基本統計調査」
表 4．1か月の平均実賃金（月給の者）
保有資格 平均実賃金 平均勤続年数
看護師・准看護師 286,138 円 5.2 年
介護支援専門員 274,471 円 7.6 年
介護福祉士 236,596 円 6.0 年
介護職員初任者研修 212,120 円 4.1 年
無資格 196,432 円 2.9 年
【出典】平成 25 年度介護労働実態調査（（財）介護労働安定センター）
注 1）実賃金とは、1 ヶ月分として実際に支給した税込み賃金額。（残業、
休日出勤手当等を含む。）
注 2）平均勤続年数については、月給の者、日給の者及び時給の者を含
む有資格者全体の勤続年数の平均である。
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味で「意欲（やる気）」や「動機づけ」といった意味で使わ
れる用語。
　人が行動を起こすためには、このモチベーションが必要。
目的とする行動以外の報酬によって行動が強化される「外
発的動機づけ」と目的とする行動そのものに興味関心や魅
力を感じる「内発的動機づけ」がある。
　モチベーションには、「社会的・経済的な報酬」と「個人的・
内面的な価値観」などが関連していると考えられ、人が知
識や技術を習得しようとするモチベーションは、Bandura
の Self-Efficacy と呼ばれる「自己効力感」による影響が考
えられる。
（3）「自己効力感」
　「自己効力感」については、何か物事に取り組む時の「で
きるさ」という認識であり、「失敗はするかもしれないけれ
ど、明日はうまくいく」といった感覚。自分で根拠を説明
することはうまくできないが、これまでの人生における成
功体験や自己肯定感により、職務を継続するなかで生涯発
達する可能性がある。
5．先行研究の到達点
（1）給与が職務満足度に影響する
　木林ら（2008）は、給与が職務満足を生む要因であると
いう考え方から、高齢者施設においても、職務満足が就労
意欲を高める可能性があると考えている。つまり、給与が
職務満足と関連し、職務満足が就労意欲を高める可能性が
あるということである。
　しかし、給与の引き上げに関しては、介護保険費用を引
き上げるか、それ以外の方法を考える必要がある。
　西川（2002）は、個人の欲求と組織の欲求のバランスが
保てる状況が職務満足に影響すると考えている。賃金に対
して労働者が望むのは、仕事内容と能力に見合う報酬とし
て、十分な給与が支給されること、給与額が本人の期待額
に近ければ、労働意欲の源になると考えられる。
　山路ら（2014）は、管理職と職員の職員満足の要因を分
析し、職員の満足要因が向上することで、離職防止につな
がる可能性があると指摘している。賃金が離職に影響力が
あるかどうかについては、「無視はできないものであるが、
高い影響力のある要因とは言いにくい。」と分析している。
（2）労働と賃金
　労働は、生活を維持するために行う活動である。労働の
主たる目的は、生活をする上で必要な賃金を得ることにある。
　ハーズバーグは「職務満足度」において、「賃金をより高
く得ることで不満足感は軽減するが、必ずしも職務満足度
が高まるわけではない。」という考え方を示している。　
　花岡（2011）は、賃金に対しては男女で差があり、男性
では収入の低下は離職の要因となりやすく、経験年数によ
り期待する賃金との差が影響をすると考えている。離職を
防ぐためには、継続した教育システムや資格取得などが効
果的であるということを指摘している。
　黒田ら（2011）は、離職意向は男女、年齢、資格、経験
などに関連し、職務に関する要因として、介護否定感（バ
ーンアウト）が影響していると考えている。
　周（2009）は、「介護職員不足の本質は賃金問題であり、
賃金の決定要因が分かれば介護職員不足の原因を究明でき
る。」と述べている。
　介護職員の離職に賃金が影響を与えているのは事実だ
が、職務継続意志に必要なのは賃金だけではない。介護の
仕事においては、「人の役に立つ仕事。」という意識や「目
標を達成する。」という努力が職務満足度に影響している可
能性がある。
（3）職務満足度と離職との関連
　職務に対する満足度を客観的に調査した松本（2011）は、
「介護職員の職場環境と職務満足度および離職に関する考
察」のなかで、介護職員の労働条件や職場環境に関する満
足度について、18項目の分析を行っている。
松本（2011）の調査項目
　調査の結果、賃金が少ないことが、「辞めたいと思った
理由」に挙げられているが、「この仕事を続けていきたい。」
と答えている人は、「介護が好きだから。」「やりがいを感じ
るから。」という理由が多く、「給料は安いが安定している
から。」という理由もある。一方で、「辞めたくても辞める
のが不安。」「新しい職場を探すのが大変。」という理由もあ
る。
　他に「辞めたいと思った理由」は、「自分の知識・技術が
生かせないと思った。」や「自分が介護の仕事に向いていな
い。」「頑張っても無駄だと感じる。」という失望感が影響し
ている場合もある。「辞めずに続けている理由」では、「部
署が変わり、志を持つ先輩に出会い、自分の思う仕事がさ
せてもらえた。」「介護の仕事は嫌いではない。」「生活があ
るのでやめられない。」という意見もあった。
（4）職務満足の理論的背景
　料所（2014）は、介護職員の職務満足の影響要因を個人
的要因および3つのレベル（組織、職場、対人関係）で説
明している。
　職務満足とは、「労働者が自分の仕事を好きな度合いの
ことであり、労働者は、仕事が自分のニーズと一致する価
値を満たすときに満足を感じる。」と説明している。「個人
的・内面的な価値観」と職務満足度の関連を検討すること
が、研究上の課題であると考える。
　ハーズバーグ（Herzberg）は2要因理論を背景に、「仕事
に対する不満足と満足は、2つの独立した要因（衛生要因
と動機づけ要因）によって引き起こされる。」と考えている。
①勤務時間　②勤務体制　③給与　④雇用の保障
⑤施設の理念やケアの方針　⑥施設のハード面
⑦仕事量　⑧仕事内容　⑨裁量の自由度　⑩責任の重さ
⑪専門性の発揮　⑫やりがいや達成感　⑬自己の成長
⑭サポート体制　⑮自分の仕事の評価　⑯連携のしやすさ
⑰役割モデル（目標となる人）の存在の有無
⑱研修や勉強の機会
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「衛生要因」とは、職場における労働資源である。賃金や職
員の働き方（労働時間、休暇等）や仕事内容、研修、設備
など多様な意味を持っている。
　一方、「動機づけ要因」は、仕事に対する意欲や成長し
たいと思う気持ちなど、個人の内面にある個人的資源（自
己効力感）であり、職場外の影響も受ける。
　2要因理論では、仕事の不満要因をいくら取り除いても、
満足感を引き出すことにはならず、不満足感を減少させる
だけであると考えている。仕事の満足感を引き出すために
は、「動機づけ要因」にアプローチしなくてはならない。そ
のためには、管理職や同僚との関係、職場の方針や給与な
どの不満とは別に、自己の内面にある自己効力感と就労意
欲との関連を探る必要があると考えた。
（5）職務満足の主な影響要因
　（組織レベル、職務レベル、対人関係レベルと個人的因子）
　料所（2014）は、「介護職員の職務満足の主な影響要因」を、
組織レベルでは、「組織の方針・管理体制、組織文化、職
員の配置、ケアの質、ケアの方法、給与・福利厚生、労働
条件、ワークスケジュール、キャリア発達の機会、施設設備、
消耗品の供給、情報伝達」とし、職務レベルでは、「業務内容、
業務量、仕事の自律度と裁量度、ケア計画作成への参加、
職務と役割の明確性」としている。対人関係レベルでは「ス
ーパーバイザーのサポート、リーダーシップ、同僚のサポ
ート、チームワーク、入居者、入居者家族との関係」と分
類している。
　個人的要因については、属性、経験、私生活レベルとし、
「年齢、学歴、資格の有無、雇用期間、シフト、教育訓練
の経験、コーピングスキル、家族介護の経験、私生活の状況、
心身の健康状態」に分類している。
（6）相談相手が職場定着に影響を与える
　佐藤ら（2013）は、新人教育の在り方にも言及し、「隣
接領域の看護職では、メンターあるいはプリセ
プターといった新人教育を個別に指導する制度
が定着している。」と延べている。この制度では、
新人教育をするだけではなく、職場定着を促進
するためのサポート機能があり、離職意向を減
らす効果があるという報告もある。
　介護職員については、職場定着に向けての新
人教育は必ずしも体系化されているとはいえな
い。古くから、「見て学ぶ」といった習慣が残
されている場合も多い。それでは、新人教育は
適切にできない。看護における新人教育の取り
組みと同様に、新人教育を担える人材の育成が
必要になる。
　離職防止策として、教育体制だけでなく、職
場での相談相手や職場以外での相談相手の存在
にも目を向ける必要があると考える。
（7）良いリーダーの存在
　呉（2013）は、職務満足の影響要因として、
個人的要因だけでなく、組織的要因（組織の属
性や管理特性）の及ぼす影響について述べてい
る。
　三谷ら（2011）は、「特別養護老人ホームにおけるリー
ダーによる『配慮や励まし』『動機づけ』といった行動が、
職員の仲間関係や充実感を高めていくために必要な要素で
ある。」ということを明らかにしている。
　私の考える良いリーダーとは、人の気持ちが受容できて、
コミュニケーション能力のある人、さらに介護の知識や技
術の専門性を高めようとしている人である。
　良いリーダーの存在は、経験の少ない職員にとっては見
本となる。良い見本があるということが、介護職員の職務
継続意志に良い影響を与えることが考えられる。専門性を
高めて介護を行うことが出来れば、介護サービスの質が良
くなり、利用者の満足度も高まるであろう。しかし、介護
現場では「職務満足とサービスの質との関係」について研
究がほとんどされていないため、課題が明確になっていな
いのが現状である。
（8）強力なリーダーシップを持つ管理職
　良いリーダーの存在だけでなく、良い管理職の存在は、
介護職員の職務継続意志に影響を与えるものと考えられる。
宇良ら（1995）は、「介護職員によって認知された管理職
のリーダーシップが強力であるほど職員のストレスが低い
ことが示されている。」と述べている。
　管理職の存在は、ストレスとの関連で何らかの影響があ
ると考える。
　ある特別養護老人ホームの施設長は、マネジメント能力
に優れた実践を行っている。介護職員に経営理念を明確に
伝え、介護職員のアイデアを聞いてサービスに取り入れて
いる。この施設では、離職率が低く、定着率は高い。
　管理職の介護職員一人ひとりに対するコミュニケーショ
ンが、介護職員への期待となり、「職員のモチベーションの
鼓舞」となる可能性があり、介護職員の就労意欲の原動力
図 1．ハーズバーグの 2要因理論
【出典】www.motivation-up.com/motivation/herzberg.html
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となる場合がある。また、職場に対する所属意識が高まる
ことも考えられ、就労継続につながる一つの要因となるこ
とが考えられる。
　介護職員は賃金の少なさを離職理由に挙げることが多い
が、「法人・施設運営に対する不満」も離職理由の大きな
要因であることがわかっている。強力なリーダーシップを
持つ管理職は、自分が目指す職場の理念や介護の価値を伝
えることができる。
　ここで重要なのは、管理者は離職要因に「法人・施設運
営に対する不満」があるということを認識することである。
（9）経営理念・運営方針への不満
　管理職は介護職員の意見を聞く時間を設けているのだろ
うか。また、管理職から運営方針を伝える方法が明確に示
されているのだろうか。上司とのコミュニケーションが円
滑でない場合、組織としての機能が低下し、介護職員の意
欲低下につながる可能性があるのではないだろうか。
　平成26年度第1回福祉人材確保委員会（2014年10月26日）
資料では、介護福祉士が現在の仕事に就いた理由として「や
りたい職種、仕事内容」（39.7%）を一番に挙げている。「能
力や資格が生かせる」（34.2%）という理由が3番目の順位
である。
　一方で、「通勤が便利」（38.1%）や「労働時間・休日・
勤務体制が希望に沿う」（28.0%）という、女性労働者が多
いという特徴もみられる（図2）。
　働き始めた時の意欲が、徐々に「退職」したいと思うよ
うになる過程について、検討する必要があるのではないだ
ろうか。
（10）女性労働者に対する労働環境
　離職要因の一番の理由は、「結婚、出産、育児」（31.7%）
である。女性労働者が多い介護の職場において「結婚、出
産、育児」を理由に離職するのは、女性の職場の特徴であり、
今後、女性労働者に対する対応が求められる。
　現在、介護の人材確保対策として、潜在介護福祉士の福
祉人材センターへの登録事業が始まっている。しかし、現
状のままの労働環境では、家事、育児との両立は難しい。
介護職場において、子育てをしながら働きやすい環境を整
えるために、短時間の労働、経験に応じた時給、選べる時
間（シフト）、保育所の併設などが必要である。女性労働の
視点から、介護人材確保の方向性を探る研究も必要である。
（11）研修や評価が成長志向を促す
　佐藤ら（2013）は、「1980年代より介護職員を対象にし
た研究が開始され、冷水ら（1986）により年齢や学歴とい
った個人要因、職務に対する満足度、自尊感情等が離職意
向に影響を及ぼすことが示された。」ということを述べてい
る。
　また、中野（2007）や小木曽ら（2010）の研究から、職
務満足や離職・継続意向を説明する要因として、組織要因
に着目する必要性が述べられ、人的資源育成や管理の研究
において小野（2011）は、「成長志向を考慮した研究の進
展が希求されている。」と述べている。
　人的資源として介護人材を考えた場合、介護の仕事をす
ることにより、自らの成長が実感できるような職場づくり
を行わなければ、人材を定着させることは難しいのではな
いかと考える。
　仕事を続ける上で、新たな課題に取り組み、成果を上げ
①やりたい職種・仕事内容、②通勤が便利、③能力や資格が生かせる、④労働時間・休日・勤務体制が希望に沿う、⑤
正職員として働ける可能性がある、⑥職場の雰囲気が良い、⑦法人の安定性、将来性、⑧賃金の水準が適当、⑨福利厚
生が充実している、⑩法人、事業所の理念や方針に共感した、⑪教育研修や資格取得支援等が充実している、⑫働きぶ
りや能力が賃金や配置に反映される、⑬子育て支援が充実している、⑭その他
39.7
38.1
34.2
28.0
図 2．現在の職場を選んだ理由（介護福祉士）
出典：福祉人材確保委員会（H26 年 10 月 26 日）」資料、【資料出所】（財） 社会福祉振興 ･ 試験センター「平成 24 年度社会福祉士 ･ 介護福
祉士就労状況調査」
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るために知識や技術を磨く、そのような機会が与えられ、
チームケアを実践することで、モチベーションを高めてい
くということができないだろうか。
　佐藤ら（2013）は、研修体制と職務満足感・継続意向と
の関連について、介護福祉士を対象にした調査を行ってい
る。研修の組織化や体系化より、「少人数および個別の体
制で重点的に教育を行うことが職務満足および仕事継続に
つながることが示唆された。」と述べている。
　少人数および個別の体制での教育とは、どのようなもの
だろうか。介護職員においては、個人のスキルアップのた
めのトレーニングの要素があるのかもしれない。例えば、
介護福祉士の国家試験の実技講習などは、特定の事例を想
定したものであり、評価の基準も明らかになっている。評
価項目をクリアするために練習を繰り返し、合格を目指す
という行為が、個人の成長につながるのではないだろうか。
仕事を継続する上で、スキルアップのトレーニングをする
機会があることは、自己の成長欲求を満たす要因なると私
は考える。
　ある特別養護老人ホームでは、介護職員に実技試験を課
して、合格者にはレベルに応じた評価をしている。各職員
は、より高いレベルを目指して努力し、試験に挑む、結果
は定められた基準により評価される。このような、組織的
な評価基準を定めた研修や試験の導入により、与えられた
課題を解決するという目標が明確化される。目標を達成す
ることは、職務継続意志に影響を与えるのではないだろう
か。もちろん、この課題を達成できなければ、自己効力感
は低下することが考えられ、職務継続意志も低下する可能
性はある。
（12）自己の成長欲求
　平成24年度社会福祉士 ･ 介護福祉士就労状況調査では、
介護福祉士が現在の仕事を選んだ理由の一番は、「やりた
い職種、仕事内容」（39.7%）であった。
　介護の仕事を選んだ理由で、「人の役に立つ仕事」と答
えた職員の「満足度」は、賃金のみならず、人の役に立つ
ために、自分の課題を見つけ、努力しようとする意志を持
っているのではないだろうか。「やりたい職種、仕事内容」
であれば、努力をする過程で、自己の成長に満足感を得ら
れる可能性がある。
　一般労働者との賃金の格差が取り上げられることにより、
介護労働者は将来への不安を感じてしまうと思う。しかし、
賃金が少ないことに不満を感じつつも、自分なりに折り合
いをつけている人も多い。賃金が少ないことは、離職の要
因にはなっているが、職務満足度とは必ずしも強い関連が
あるとは言い切れない。職務満足度を高めるためには、別
の要因があり、例えば職務内容による目標達成感から生ま
れる自己効力感なども、職務継続意志に関連するのではな
いだろうか。
6．これからの研究の視点
（1）介護人材の離職予防
　要介護高齢者の増加を背景とした、社会的ニーズの多様
化によって、介護の仕事は大きな変化を見せている。疾病
や障害が重度化しており、健康状態や心身の状況に応じた
介護をしなければならないが、介護人材不足のため、多様
化するニーズに対応できない状況もある。
　介護人材を育成するための研究は、「賃金」の問題や「身
体的・精神的負担」への対応、「人間関係から生じるストレ
ス」など多様な視点から検討をしていく必要がある。
　「働き方」では、特に女性労働に対する配慮が必要であり、
勤務時間やシフトの工夫、職務負担感に対する対応などが
考えられる。男性では経験や資格なども考慮する必要があ
る。
　介護の仕事の特徴は、職員の身体的・精神的負担による
介護否定感（バーンアウト）が離職につながる要因として
考えられるが、働く時間や仕事内容を検討することにより、
より負担感の少ない方法を検討することができる。離職を
防止するためには、働く人が介護の仕事をすることによっ
て、生活が保障され、介護の仕事による達成感が得られる
ようにしなければならない。
　職務に対する賃金や評価については、管理者からの説明
が必要である。どんな仕事でも、賃金と評価のバランスが
取れることが、職務継続意志につながると私は考えている。
（2）今後の研究に向けての視点
　これまでの研究により、「離職要因」や「職務満足」につ
いては基礎的な資料が蓄積されてきた。今後の研究で取り
組む課題は、「職務満足度」や「職務負担感」の男女によ
る差や経験、年齢、資格等での違い、介護職員の「自己効
力感」が職場環境や個人によって、どのような違いがある
のかを明らかにすることである。
　これまで、看護職員等を対象にした「モチベーション」
や「自己効力感」についての研究はあるが、介護職員を対
象にした研究は少ない。
　また、介護職員を対象にした就労継続意志と「モチベー
ション」や「自己効力感」との関連を研究しているものは
ほとんどない。就労継続意志を保つために、「モチベーショ
ン」を高めることが出来れば、介護を継続するなかで、「自
己効力感」にも良い影響があると考える。
　それでは、モチベーションを高めるためには、どのよう
な取り組みが必要かという検討をしなければならない。こ
れまでの研究から考えられる、研修の効果や個別の相談体
制が就労継続意志にどう影響しているかについて研究し、
効果的な対応方法を示すことは、介護人材育成にとって意
義があるのではないかと考えた。
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